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次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画策定指針の改正について（通達）
次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第120号。以下「法」という。）に基づく

現行の行動計画策定指針は、平成26年に告示されたものであるところ、昨今の情勢変
化等を踏まえ、行動計画策定指針が改正され、本日告示された（令和元年11月14日内
閣府、国家公安委員会、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交
通省、環境省告示第１号。以下「改正指針」という。別添１）。
改正指針における主な警察関係施策の概要及び行動計画の策定に当たって留意すべ

き事項は下記のとおりであるから、事務処理上遺漏のないようにされたい。
記

１ 改正指針における主な警察関係施策の概要（別添２）
(1) 子どもを取り巻く有害環境対策の推進

スマートフォン等の情報機器の普及を踏まえたフィルタリングの普及啓発等
(2) 安全な道路交通環境の整備

生活道路等における最高速度30キロメートル毎時の区域規制等による安全で安
心な道路空間及び未就学児を中心に子どもが日常的に集団で移動する経路等にお
ける安全・安心な歩行空間の創出等

(3) 安全・安心まちづくりの推進等
犯罪等の防止に配慮した環境設計等

(4) 子どもの交通安全を確保するための活動の推進
交通安全教室や自転車の安全利用の推進等（「未就学児等及び高齢運転者の交

通安全緊急対策」を踏まえること。）
(5) 子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進

多様な担い手と連携したパトロール活動等の安全対策や学校と警察との橋渡し
役としてのスクールサポーターの活用の推進等（「登下校防犯プラン」を踏まえ
ること。）

(6) 被害に遭った子どもの保護の推進
関係機関との役割分担及び連携の推進等

(7) 児童虐待防止対策の充実
児童虐待の早期発見、児童虐待発生時の迅速・的確な対応等に向けた関係機関

との連携強化等
２ 市町村及び都道府県が行動計画を策定するに際して留意すべき事項
(1) 各都道府県警察にあっては、市町村行動計画及び都道府県行動計画の策定又は
変更の際の検討に参画を求められた場合には、適切に対応すること。

(2) 都道府県は、市町村に対し、市町村行動計画の策定上の技術的事項について必
要な助言その他の援助の実施に努めるものとされていることから（法第10条第１
項）、都道府県警察において推進している施策であって市町村においても導入を
検討すべきもの等について、都道府県の知事部局等と連携して必要な助言その他



の援助の実施に努めること。
(3) 次世代育成支援対策地域協議会（法第21条第１項）への警察職員の参加の要請
があった場合には、適切に対応すること。

３ 都道府県警察が特定事業主行動計画を策定するに際して留意すべき事項
特定事業主行動計画（法第19条第１項）の内容に関する事項についても、別添２

のとおり、改正指針八において所要の改正がなされているところ、各都道府県警察
においては、必要に応じて所要の改正を行うこと。
なお、警察庁の特定事業主行動計画である「警察庁におけるワークライフバラン

ス等の推進のための取組計画」（平成31年４月警察庁長官決定）については、本改
正指針の趣旨・内容が既に盛り込まれていることから、改正は行わない。
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別 添 ２

次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画策定指針（警察関係施策に係る新旧対照表）

現行告示 新告示

一 背景及び趣旨 一 背景及び趣旨
二 次世代育成支援対策の実施に関する基本的な事項 二 次世代育成支援対策の実施に関する基本的な事項
三 市町村行動計画及び都道府県行動計画の策定に関する基本的な事項 三 市町村行動計画及び都道府県行動計画の策定に関する基本的な事項
四 市町村行動計画及び都道府県行動計画の内容に関する事項 四 市町村行動計画及び都道府県行動計画の内容に関する事項
１ 市町村行動計画 １ 市町村行動計画
(1) 地域における子育ての支援 (1) 地域における子育ての支援
ア 地域における子育て支援サービスの充実 ア 地域における子育て支援サービスの充実
イ 保育サービスの充実 イ 保育サービスの充実
ウ 子育て支援ネットワークづくり ウ 子育て支援ネットワークづくり
エ 子どもの健全育成 エ 子どもの健全育成
(ア) 児童館や青少年教育施設等を活用した地域の協力による子ども (ア) 児童館や青少年教育施設等を活用した地域の協力による子ども
の健全育成 の健全育成
（略） （略）
あわせて、性の逸脱行動の問題点等について、教育・啓発を推 あわせて、性の逸脱行動の問題点等について、教育・啓発を推

進することが重要である。また、いじめ問題への対応や少年非行 進することが重要である。また、いじめ問題への対応や少年非行
等の問題を抱える子どもの立ち直り支援、保護者の子育て支援並 等の問題を抱える子どもの立ち直り支援、保護者の子育て支援並
びに引きこもり及び不登校への対応においては、児童相談所、学 びに引きこもり及び不登校への対応においては、児童相談所、学
校、保護司、警察、地域ボランティア等が連携して地域社会全体 校、保護司、警察、地域ボランティア等が連携して地域社会全体
で対処することが重要であり、地域ぐるみの支援ネットワークの で対処することが重要であり、地域ぐるみの支援ネットワークの
整備や個別的・具体的な問題に対して関係機関による専門チーム 整備や個別的・具体的な問題に対して関係機関による専門チーム
を編成し、対応するための参加・協力体制を整備することが望ま を編成し、対応するための参加・協力体制を整備することが望ま
しい。 しい。

（イ) 放課後子ども総合プラン （イ) 新・放課後子ども総合プラン
オ 地域における人材養成 オ 地域における人材養成
カ その他 カ その他

(2) 母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保及び増進 (2) 母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保及び増進
(3) 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 (3) 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備
ア 次代の親の育成 ア 次代の親の育成
イ 子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備 イ 子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備
（ア) 確かな学力の向上 （ア) 確かな学力の向上
（イ) 豊かな心の育成 （イ) 豊かな心の育成

（略） (略)
また、いじめ、暴力行為、不登校等に対応するために、専門家 また、いじめ、暴力行為、不登校、児童虐待等に対応するため

等による相談体制の強化、学校、家庭、地域及び関係機関との間 に、専門家等による相談体制の強化、学校、家庭、地域及び関係
のネットワークづくり等も重要である。 機関との間のネットワークづくり等も重要である。

（ウ) 健やかな体の育成 （ウ) 健やかな体の育成

（エ) 信頼される学校づくり （エ) 信頼される学校づくり
（オ) 幼児教育の充実 （オ) 幼児教育の充実
ウ 家庭や地域の教育力の向上 ウ 学校・家庭・地域の連携・協働による教育力の向上
エ 子どもを取り巻く有害環境対策の推進 エ 子どもを取り巻く有害環境対策の推進

街中の一般書店やコンビニエンスストア等で、性や暴力等に関す 街中の一般書店やコンビニエンスストア等で、性や暴力等に関す
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る過激な情報を内容とする雑誌、ビデオ、コンピュータ・ソフト等 る過激な情報を内容とする雑誌、ビデオ、コンピュータソフト等が
が販売されていることに加え、テレビ、インターネット等のメディ 販売されていることに加え、テレビ、インターネット等のメディア
ア上の性や暴力等の有害情報やインターネット上のいじめについて 上の性や暴力等の有害情報やインターネット上のいじめについては、
は、子どもに対する悪影響が懸念される状況であることから、関係 子どもに対する悪影響が懸念される状況であることから、関係機関
機関・団体やＰＴＡ、ボランティア等の地域住民と連携・協力をし ・団体やＰＴＡ、ボランティア等の地域住民と連携・協力をして、
て、関係業界に対する自主的措置を働きかけることが重要である。 関係業界に対する自主的措置を働きかけることが重要である。
また、スマートフォン等の新たな情報機器の普及とともに、長時 また、スマートフォン等の情報機器の普及とともに、ＳＮＳ等に

間利用による生活リズムの乱れやコミュニティサイト等に起因する 起因する子どもの性被害等が問題となっていることを踏まえ、青少
福祉犯被害等が問題となっていることを踏まえ、青少年が安全に安 年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関
心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律（平 する法律（平成二十年法律第七十九号）等に基づき、地域住民や関
成二十年法律第七十九号）等に基づき、学校、ＰＴＡ等の地域住民 係機関・団体との連携協力体制を整備し、青少年がインターネット
や関係機関・団体との連携・協力を強化し、青少年がインターネッ を安全・安心に利用できるようにするため、保護者及び青少年に対
トを適切で安全・安心に利用できるようにするため、保護者に対す するフィルタリングの普及啓発を推進することが重要である。
るフィルタリング等の普及啓発を推進する必要がある。 さらに、各種メディアへの過度な依存による弊害について啓発す
さらに、各種メディアへの過度な依存による弊害について啓発す るとともに、子どもたちが有害情報等に巻き込まれないよう、地域、

るとともに、子どもたちが有害情報等に巻き込まれないよう、地域、 学校及び家庭における情報モラル教育を推進することが重要である。
学校及び家庭における情報モラル教育を推進することが重要である。

(4) 子育てを支援する生活環境の整備 (4) 子育てを支援する生活環境の整備
ア 良質な住宅の確保 ア 良質な住宅の確保
イ 良好な居住環境の確保 イ 良好な居住環境の確保
ウ 安全な道路交通環境の整備 ウ 安全な道路交通環境の整備

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成十 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成十
八年法律第九十一号）に基づき、駅、官公庁施設、病院等を相互に 八年法律第九十一号）に基づき、駅、官公庁施設、病院等を相互に
連絡する道路について、移動等の円滑化を推進することが望ましい。 連絡する道路について、移動等の円滑化を推進することが望ましい。
また、生活道路等において、歩道の整備、車両速度を抑制するよ また、生活道路等において、車両速度の抑制、通過交通の進入抑

うな物理的デバイスの設置等の対策を進め、歩車が共存する安全で 制を図る物理的デバイスの設置及び歩道等の整備等の対策をビッグ
安心な道路空間を創出すること等が望ましい。 データを活用して進め、歩車が共存する安全で安心な道路空間を創
また、事故の危険性の高い通学路において、歩道等の整備等、安 出すること等が望ましい。

全・安心な歩行空間の創出を推進することが望ましい。 また、未就学児を中心に子どもが日常的に集団で移動する経路等
さらに、妊婦等に配慮した道路上の駐停車場所の確保等を図るこ において、歩道等の整備等、安全・安心な歩行空間の創出を推進す

とが望ましい。 ることが望ましい。
さらに、歩行者、自転車、自動車が適切に分離された安全で快適

な自転車利用環境の創出を推進することが望ましい。
加えて、妊婦等に配慮した道路上の駐停車場所の確保等を図るこ

とが望ましい。
エ 安心して外出できる環境の整備 エ 安心して外出できる環境の整備
オ 安全・安心まちづくりの推進等 オ 安全・安心まちづくりの推進等

子どもが犯罪等の被害に遭わないようなまちづくりを進めるため、 子どもが犯罪等の被害に遭わないようなまちづくりを進めるため、
道路、公園等の公共施設や住居の構造、設備、配置等について、犯 道路、公園等の公共施設や住居の構造、設備、配置等について、犯
罪等の防止に配慮した環境設計を行うことが重要である。 罪等の防止に配慮した環境設計を行うことが重要である。
また、侵入による犯罪の防止を図るため、関係機関・団体と連携 また、侵入による犯罪の防止を図るため、関係機関・団体と連携

して、防犯性能の高いドア、窓、シャッター等の建物部品や優良防 して、防犯性能の高いドア、窓、シャッター等の建物部品や優良防
犯機器の普及促進を図ることが重要である。 犯機器の普及促進を図ることが重要である。

(5) 職業生活と家庭生活との両立の推進等 (5) 職業生活と家庭生活との両立の推進等
(6) 結婚・妊娠・出産・育児の切れ目ない支援の推進 (6) 結婚・妊娠・出産・育児の切れ目ない支援の推進
(7) 子どもの安全の確保 (7) 子どもの安全の確保
ア 子どもの交通安全を確保するための活動の推進 ア 子どもの交通安全を確保するための活動の推進
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子どもを交通事故から守るため、警察、保育所、学校、児童館、 未就学児等及び高齢運転者の交通安全緊急対策（令和元年六月十
関係民間団体等との連携・協力体制の強化を図り、総合的な交通事 八日昨今の事故情勢を踏まえた交通安全対策に関する関係閣僚会議
故防止対策を推進することが必要である。 決定。）を踏まえ、子どもを交通事故から守るため、警察、道路管理

者、保育所、学校、児童館、関係民間団体等との連携・協力体制の
強化を図り、総合的な交通事故防止対策を推進することが必要であ
る。

（ア) 交通安全教育の推進 （ア) 交通安全教育の推進
子ども及び子育てを行う親等を対象とした参加・体験・実践型 子ども及び子育てを行う親等を対象とした参加・体験・実践型

の交通安全教育を交通安全教育指針（平成十年国家公安委員会告 の交通安全教育を交通安全教育指針（平成十年国家公安委員会告
示第十五号）に基づき段階的かつ体系的に行うとともに、地域の 示第十五号）に基づき段階的かつ体系的に行うとともに、地域の
実情に即した交通安全教育を推進するため、交通安全教育に当た 実情に即した交通安全教育を推進するため、交通安全教育に当た
る職員の指導力の向上及び地域における民間の指導者の育成が重 る職員の指導力の向上及び地域における民間の指導者の育成が重
要である。 要である。

（イ) チャイルドシートの正しい使用の徹底 （イ) チャイルドシートの正しい使用の徹底
チャイルドシートの正しい使用の徹底を図るため、チャイルド チャイルドシートの正しい使用の徹底を図るため、チャイルド

シートの使用効果及び正しい使用方法について普及啓発活動を積 シートの使用効果及び正しい使用方法について普及啓発活動を積
極的に展開するとともに、正しい使用を指導する指導員を養成す 極的に展開するとともに、正しい使用を指導する指導員を養成す
ることにより、幼児の保護者等に対する指導・助言、情報提供等 ることにより、幼児の保護者等に対する指導・助言、情報提供等
の充実を図るほか、チャイルドシートの貸出制度、助成制度等を の充実を図るほか、チャイルドシートの貸出制度、助成制度等を
積極的に実施・拡充することにより、チャイルドシートを利用し 積極的に実施・拡充することにより、チャイルドシートを利用し
やすい環境づくりを進めることが重要である。 やすい環境づくりを進めることが重要である。

（ウ) 自転車の安全利用の推進 （ウ) 自転車の安全利用の推進
子どもの自転車乗車時の乗車用ヘルメットの着用及び幼児同乗 子どもの自転車乗車時の乗車用ヘルメットの着用及び幼児同乗

用自転車の幼児用座席におけるシートベルトの着用を推進すると 用自転車の幼児用座席におけるシートベルトの着用を推進すると
ともに、少子化対策や子育て支援の観点から幼児二人同乗用自転 ともに、少子化対策や子育て支援の観点から幼児二人同乗用自転
車の普及が促進されるよう、貸出制度、助成制度等の導入や拡充、 車の普及が促進されるよう、貸出制度、助成制度等の導入や拡充、
安全利用に係る情報提供等について推進することが重要である。 安全利用に係る情報提供等について推進することが重要である。

イ 子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進 イ 子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進
子どもを犯罪等の被害から守るため、次の施策を講ずることが重 登下校防犯プラン（平成三十年六月二十二日登下校時の子供の安

要である。 全確保に関する関係閣僚会議決定）を踏まえ、子どもを犯罪等の被
害から守るため、次の施策を講ずることが重要である。

（ア) 住民の自主防犯行動を促進するための犯罪等に関する情報の提 （ア) 住民の自主防犯行動を促進するための犯罪等に関する情報の提
供の推進 供の推進

（イ) 子どもを犯罪等の被害から守るための関係機関・団体との情報 （イ) 子どもを犯罪等の被害から守るための関係機関・団体との情報
交換の実施 交換の実施

（ウ) 学校付近や通学路等におけるＰＴＡ等の学校関係者や防犯ボラ （ウ) 学校付近や通学路等におけるＰＴＡ等の学校関係者や防犯ボラ
ンティア、少年警察ボランティア等の関係機関・団体と連携し ンティア、少年警察ボランティア等の関係機関・団体、事業者
たパトロール活動等の安全対策の推進及び学校と警察との橋渡 等の多様な担い手と連携したパトロール活動等の安全対策の推
し役としてのスクールサポーターの活用の推進 進及び学校と警察との橋渡し役としてのスクールサポーターの

活用の推進
（エ) 子どもが犯罪の被害に遭わないようにするための被害防止教育 （エ) 子どもが犯罪の被害に遭わないようにするための被害防止教育

の推進 の推進
（オ) 子どもの安全確保等のために活動する防犯ボランティア等に対 （オ) 子どもの安全確保等のために活動する防犯ボランティア等に対

する支援 する支援
ウ 被害に遭った子どもの保護の推進 ウ 被害に遭った子どもの保護の推進

いじめ、児童虐待、犯罪等により被害を受けた少年の精神的ダメ いじめ、児童虐待、犯罪等により被害を受けた少年の精神的ダメ
ージを軽減し、立ち直りを支援するため、子どもに対するカウンセ ージを軽減し、立ち直りを支援するため、子どもに対するカウンセ
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リング、保護者に対する助言等学校や児童相談所等の関係機関と連 リング、保護者に対する助言等学校や児童相談所等の関係機関と連
携したきめ細かな支援を実施することが必要である。 携したきめ細かな支援を実施することが必要である。

(8) 要保護児童への対応などきめ細かな取組の推進 (8) 要保護児童への対応等きめ細かな取組の推進
ア 児童虐待防止対策の充実 ア 児童虐待防止対策の充実

養育支援を必要とする家庭を早期に把握し、地域の子育て支援を 児童虐待の早期発見、早期対応のため、身近な場所における継続的
活用して虐待を予防するほか、虐待の早期発見、早期対応に努め、 な支援を行い、児童及び妊産婦の福祉に関し、実情の把握、情報の提
児童相談所の権限や専門性を要する場合には、遅滞なく児童相談所 供、相談、調査、指導、関係機関との連絡調整その他の必要な支援を
の介入を求めることが重要であり、このための関係機関との連携強 行う子ども家庭総合支援拠点（児童福祉法第十条の二に規定する拠点
化が望まれる。 をいう。以下同じ。）、母子健康包括支援センター、利用者支援事業

（支援法第五十九条第一号に規定する事業をいう。以下同じ。）等に
より、地域における切れ目ない子育て支援を活用して虐待を予防する
ほか、児童相談所の権限や専門性を要する場合には、遅滞なく児童相
談所へ事案を送致することや必要な助言を求めることが重要であり、
このための関係機関との連携強化が望まれる。

（ア) 関係機関との連携及び市町村における相談体制の強化 （ア) 子どもの権利擁護
市町村における虐待の発生予防、早期発見、早期対応等のため 体罰によらない子育て等を推進するため、体罰や暴力が子ども

には、地域の関係機関の連携並びに情報の収集及び共有により支 に及ぼす悪影響や体罰によらない子育てに関する理解が社会で広
援を行う要保護児童対策地域協議会（以下「協議会」という。） まるよう、母子健康包括支援センターや乳幼児健診の場、地域子
の取組及び機能の強化が重要である。具体的には、協議会に、市 育て支援拠点事業（児童福祉法第六条の三第六項に規定する事業
町村（児童福祉、母子保健等の担当部局）、児童相談所、保健セ をいう。以下同じ。）、保育所、学校等を活用して普及啓発活動を
ンター、保健所、児童委員、保育所及び児童家庭支援センターそ 行う。また、保護者として監護を著しく怠ることは、ネグレクト
の他の児童福祉施設、学校、教育委員会、警察、医療機関並びに （児童虐待の防止等に関する法律（平成十二年法律第八十二号）
ＮＰＯ、ボランティア等の民間団体等幅広い関係者の参加を得る 第二条第三号に規定する行為をいう。）に該当することを踏まえ、
ことが望ましい。 子どもを自宅や車内に放置してはならないことを母子手帳や乳幼
また、協議会の効果的な運営並びに市町村の虐待相談対応にお 児健診の機会等を活用し、周知することが望ましい。

ける組織的な対応及び適切なアセスメントを確保するため、要保
護児童対策調整機関等の市町村の関係機関への専門性を有する職
員の配置や、都道府県等が実施する講習会等への参加、児童相談
所の持っている相談対応や援助の技術等を提供すること等を通じ
た市町村の相談体制等の強化及び資質の向上を図ることが望まし
い。
さらに、市町村は、一時保護等の実施が適当と判断した場合に

おける児童相談所長等への通知を始め、児童相談所の専門性や権
限を要する場合に児童相談所に適切に援助を求めるほか、都道府
県と相互に協力して、児童虐待による死亡事例等の重大事例の検
証を行うべきである。これらの取組を通じ、市町村は都道府県と
の連携強化を図ることが望まれる。

（イ) 発生予防、早期発見、早期対応等 （イ) 児童虐待の発生予防、早期発見
（ウ) 児童虐待発生時の迅速・的確な対応

① 市町村における相談支援体制の強化
児童虐待防止対策体制総合強化プラン（平成三十年十二月十

八日児童虐待防止対策に関する関係省庁連絡会議決定。以下「新
プラン」という。）に基づき、子ども等に対する相談支援を行
う子ども家庭総合支援拠点の整備を行うことが重要である。

② 関係機関との連携強化
児童虐待に迅速かつ的確に対応するためには、地域の関係機
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関が情報の収集及び共有により支援の内容を協議する要保護児
童対策地域協議会（以下「協議会」という。）の取組の強化が
重要である。
具体的には、協議会に、市町村の児童福祉、母子保健等の担

当部局、児童相談所、保健センター、保健所、福祉事務所、児
童委員、民生委員、保育所、認定こども園及び児童家庭支援セ
ンターその他の児童福祉施設、学校、教育委員会、警察、医療
機関、医師会、歯科医師会、婦人相談所、婦人相談員、配偶者
暴力相談支援センター、性犯罪・性暴力被害者支援のためのワ
ンストップ支援センター、ＮＰＯ、ボランティア等の民間団体
並びに生活困窮者自立支援制度等の庁内関係部局等幅広い関係
者の参加を得ることが望ましい。
協議会においては、子どもの置かれた状況を含めた個別ケー

スに関し、その状況やアセスメントの情報を共有し、関係機関
で役割分担の下、支援を行うとともに、その状況を定期的に確
認する。こうした進行管理は、要保護児童対策調整機関（以下
「調整機関」という。）が適切に行うべきである。
このため、調整機関及び子ども家庭総合支援拠点に専門的な

知識及び技術を有する職員の計画的な人材確保、育成や、都道
府県等が実施する研修・講習会等への参加を通じた市町村の体
制の強化及び資質の向上を図り、協議会の効果的な運営並びに
市町村の虐待相談対応における組織的な対応及び適切なアセス
メントを確保することが重要である。
また、孤立した子育てによって虐待につながることのないよ

う、利用者支援事業、地域子育て支援拠点事業等の利用を促進
するなど、子育て支援サービス等の地域資源の充実を図る。
さらに、転居ケース等における転居後の情報共有や引継ぎを

含め、児童相談所及び市町村の情報共有をより効率的かつ効果
的に行うため、情報通信技術（以下「ＩＣＴ」という。）の活
用による情報共有を進めるべきである。
市町村は、一時保護等の実施が適当と判断した場合等、児童

相談所の専門性や権限を要する場合には、遅滞なく児童相談所
への事案送致や必要な助言を求めるべきである。さらに、都道
府県と相互に協力して、児童虐待による死亡事例等の重大事例
の検証を行うべきである。

(ウ) 社会的擁護施策との連携 （エ) 社会的養護施策との連携
イ 母子家庭及び父子家庭の自立支援の推進 イ 母子家庭及び父子家庭の自立支援の推進
ウ 障害児施策の充実等 ウ 障害児施策の充実等

２ 都道府県行動計画 ２ 都道府県行動計画
(1) 地域における子育ての支援 (1) 地域における子育ての支援
ア 地域における子育て支援サービスの充実 ア 地域における子育て支援サービスの充実
イ 保育サービスの充実 イ 保育サービスの充実
ウ 子育て支援のネットワークづくり ウ 子育て支援のネットワークづくり
エ 子どもの健全育成 エ 子どもの健全育成
（ア) 児童館や青少年教育施設等を活用した地域の協力による子ども （ア) 児童館や青少年教育施設等を活用した地域の協力による子ども

の健全育成 の健全育成
（略） （略）
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また、性の逸脱行動の問題点等について、教育・啓発を推進す また、性の逸脱行動の問題点等について、教育・啓発を推進す
ることが重要である。さらに、いじめ問題への対応や少年非行等 ることが重要である。さらに、いじめ問題への対応や少年非行等
の問題を抱える子どもの立ち直り支援、保護者の子育て支援並び の問題を抱える子どもの立ち直り支援、保護者の子育て支援並び
に引きこもり及び不登校への対応においては、児童相談所、学校、 に引きこもり及び不登校への対応においては、児童相談所、学校、
保護司、警察、地域ボランティア等が連携して地域社会全体で対 保護司、警察、地域ボランティア等が連携して地域社会全体で対
処することが重要であり、地域ぐるみの支援ネットワークの整備 処することが重要であり、地域ぐるみの支援ネットワークの整備
や個別的・具体的な問題に対して関係機関による専門チームを編 や個別的・具体的な問題に対して関係機関による専門チームを編
成し、対応するための参加・協力体制を整備することが望ましい。 成し、対応するための参加・協力体制を整備することが望ましい。

（イ) 放課後子ども総合プラン （イ) 新・放課後プラン
オ 地域における人材養成 オ 地域における人材養成

(2) 母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保及び増進 (2) 母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保及び増進
(3) 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 (3) 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備
ア 次代の親の育成 ア 次代の親の育成
イ 子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備 イ 子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備
（ア) 確かな学力の向上 （ア) 確かな学力の向上
（イ) 豊かな心の育成 （イ) 豊かな心の育成

（略） (略）
また、いじめ、暴力行為、不登校等に対応するために、専門家 また、いじめ、暴力行為、不登校、児童虐待等に対応するため

等による相談体制の強化、学校、家庭、地域及び関係機関との間 に、専門家等による相談体制の強化、学校、家庭、地域及び関係
のネットワークづくり等も重要である。 機関との間のネットワークづくり等も重要である。

（ウ) 健やかな体の育成 （ウ) 健やかな体の育成

（エ) 信頼される学校づくり （エ) 信頼される学校づくり
（オ) 幼児教育の充実 （オ) 幼児教育の充実
ウ 家庭や地域の教育力の向上 ウ 学校・家庭・地域の連携・協働による教育力の向上
エ 子どもを取り巻く有害環境対策の推進 エ 子どもを取り巻く有害環境対策の推進

街中の一般書店やコンビニエンスストア等で、性や暴力等に関す 街中の一般書店やコンビニエンスストア等で、性や暴力等に関する
る過激な情報を内容とする雑誌、ビデオ、コンピュータ・ソフト等 過激な情報を内容とする雑誌、ビデオ、コンピューターソフト等が販
が販売されていることに加え、テレビ、インターネット等のメディ 売されていることに加え、テレビ、インターネット等のメディア上の
ア上の性や暴力等の有害情報やインターネット上のいじめについて 性や暴力等の有害情報やインターネット上のいじめについては、子ど
は、子どもに対する悪影響が懸念される状況であることから、関係 もに対する悪影響が懸念される状況であることから、関係機関・団体
機関・団体やＰＴＡ、ボランティア等の地域住民と連携・協力をし やＰＴＡ、ボランティア等の地域住民と連携・協力をして、関係業界
て、関係業界に対する自主的措置を働きかけることが重要である。 に対する自主的措置を働きかけることが重要である。
また、スマートフォン等の新たな情報機器の普及とともに、長時 また、スマートフォン等の情報機器の普及とともに、ＳＮＳ等に起

間利用による生活リズムの乱れやコミュニティサイト等に起因する 因する子どもの性被害等が問題となっていることを踏まえ、青少年が
福祉犯被害等が問題となっていることを踏まえ、青少年が安全に安 安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法
心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律等に 律等に基づき、地域住民や関係機関・団体との連携協力体制を整備し、
基づき、学校、ＰＴＡ等の地域住民や関係機関・団体との連携・協 青少年がインターネットを安全・安心に利用できるようにするため、
力を強化し、青少年がインターネットを適切で安全・安心に利用で 保護者及び青少年に対するフィルタリングの普及啓発を推進すること
きるようにするため、保護者に対するフィルタリング等の普及啓発 が重要である。
を推進する必要がある。 さらに、各種メディアへの過度な依存による弊害について啓発す
さらに、各種メディアへの過度な依存による弊害について啓発す るとともに、子どもたちが有害情報等に巻き込まれないよう、地域、

るとともに、子どもたちが有害情報等に巻き込まれないよう、地域、 学校及び家庭における情報モラル教育を推進することが重要である。
学校及び家庭における情報モラル教育を推進することが重要である。

(4) 子育てを支援する生活環境の整備 (4) 子育てを支援する生活環境の整備
ア 良質な住宅の確保 ア 良質な住宅の確保
イ 良好な居住環境の確保 イ 良好な居住環境の確保
ウ 安全な道路交通環境の整備 ウ 安全な道路交通環境の整備
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高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づき、 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づき、
駅、官公庁施設、病院等を相互に連絡する道路について、移動等の 駅、官公庁施設、病院等を相互に連絡する道路について、移動等の
円滑化を推進することが必要である。 円滑化を推進することが必要である。
また、生活道路等において、都道府県公安委員会と道路管理者が連 また、生活道路等において、都道府県公安委員会と道路管理者が連

携し、信号機の新設・高度化、歩道等の整備、車両速度を抑制するよ 携し、信号機の新設・高度化、並びにビッグデータを活用した車両速
うな物理的デバイスの設置等の対策を進めるほか、最高速度三十キロ 度の抑制、通過交通の進入抑制を図る物理的デバイスの設置及び歩道
メートル毎時の区域規制や路側帯の設置・拡幅等の対策を行い、歩車 等の整備等の対策を進めるほか、最高速度三十キロメートル毎時の区
が共存する安全で安心な道路空間を創出すること等が重要である。 域規制や路側帯の設置・拡幅等の対策を行い、歩車が共存する安全で
さらに、事故の危険性の高い通学路において、歩道等の整備等、 安心な道路空間を創出すること等が重要である。

安全・安心な歩行空間の創出を推進することが望ましい。 また、未就学児を中心に子どもが日常的に集団で移動する経路等に
加えて、妊婦等に配慮した道路上の駐停車場所の確保等について おいて、歩道等の整備等、安全・安心な歩行空間の創出を推進するこ

推進することが重要である。 とが望ましい。
さらに、歩行者、自転車、自動車が適切に分離された安全で快適な

自転車利用環境の創出を推進することが望ましい。
加えて、妊婦等に配慮した道路上の駐停車場所の確保等について

推進することが重要である。
エ 安心して外出できる環境の整備 エ 安心して外出できる環境の整備
オ 安全・安心まちづくりの推進等 オ 安全・安心まちづくりの推進等

子どもが犯罪等の被害に遭わないようなまちづくりを進めるため、 子どもが犯罪等の被害に遭わないようなまちづくりを進めるため、
道路、公園等の公共施設や住居の構造、設備、配置等について、犯 道路、公園等の公共施設や住居の構造、設備、配置等について、犯
罪等の防止に配慮した環境設計を行うことが重要である。 罪等の防止に配慮した環境設計を行うことが重要である。
また、侵入による犯罪の防止を図るため、関係機関・団体と連携 また、侵入による犯罪の防止を図るため、関係機関・団体と連携

して、防犯性能の高いドア、窓、シャッター等の建物部品や優良防 して、防犯性能の高いドア、窓、シャッター等の建物部品や優良防
犯機器の普及促進を図ることが重要である。 犯機器の普及促進を図ることが重要である。

(5) 職業生活と家庭生活との両立の推進等（長時間労働の抑制に取り組 (5) 職業生活と家庭生活との両立の推進等（長時間労働の抑制に取り組
む労使に対する支援等を含む） む労使に対する支援等を含む）

(6) 結婚・妊娠・出産・育児の切れ目ない支援の推進 (6) 結婚・妊娠・出産・育児の切れ目ない支援の推進
(7) 子ども等の安全の確保 (7) 子ども等の安全の確保
ア 子どもの交通安全を確保するための活動の推進 ア 子どもの交通安全を確保するための活動の推進

子どもを交通事故から守るため、市町村、保育所、学校、児童館、 未就学児等及び高齢運転者の交通安全緊急対策を踏まえ、子どもを
関係民間団体等との連携・協力体制の強化を図り、総合的な交通事 交通事故から守るため、市町村、道路管理者、保育所、学校、児童館、
故防止対策を推進することが必要である。 関係民間団体等との連携・協力体制の強化を図り、総合的な交通事故

防止対策を推進することが必要である。
（ア) 交通安全教育の推進 （ア) 交通安全教育の推進

子ども及び子育てを行う親等を対象とした参加・体験・実践型 子ども及び子育てを行う親等を対象とした参加・体験・実践型の
の交通安全教育を交通安全教育指針に基づき段階的かつ体系的に 交通安全教育を交通安全教育指針に基づき段階的かつ体系的に行う
行うことが必要である。 ことが必要である。
また、地域の実情に即した交通安全教育を推進するため、交通 また、地域の実情に即した交通安全教育を推進するため、交通安

安全教育に当たる職員の指導力の向上及び地域における民間の指 全教育に当たる職員の指導力の向上及び地域における民間の指導者
導者の育成を図るとともに、地域における交通事故を様々な角度 の育成を図るとともに、地域における交通事故を様々な角度から総
から総合的・科学的に調査・分析し、事故の発生要因等に応じた 合的・科学的に調査・分析し、事故の発生要因等に応じた効果的な
効果的な事故防止対策を策定することが重要である。 事故防止対策を策定することが重要である。

（イ) チャイルドシートの正しい使用の徹底 （イ) チャイルドシートの正しい使用の徹底
チャイルドシートの正しい使用の徹底を図るため、チャイルド チャイルドシートの正しい使用の徹底を図るため、チャイルドシ

シートの使用効果及び正しい使用方法について普及啓発活動を積 ートの使用効果及び正しい使用方法について普及啓発活動を積極的
極的に展開するとともに、正しい使用を指導する指導員を養成す に展開するとともに、正しい使用を指導する指導員を養成すること
ることにより、幼児の保護者等に対する指導・助言、情報提供等 により、幼児の保護者等に対する指導・助言、情報提供等の充実を
の充実を図るほか、チャイルドシートの貸出制度、助成制度等を 図るほか、チャイルドシートの貸出制度、助成制度等を積極的に実



- 8 -

積極的に実施・拡充することにより、チャイルドシートを利用し 施・拡充することにより、チャイルドシートを利用しやすい環境づ
やすい環境づくりを進めることが重要である。 くりを進めることが重要である。

（ウ) 自転車の安全利用の推進 （ウ) 自転車の安全利用の推進
子どもの自転車乗車時の乗車用ヘルメットの着用及び幼児同乗 子どもの自転車乗車時の乗車用ヘルメットの着用及び幼児同乗

用自転車の幼児用座席におけるシートベルトの着用を推進すると 用自転車の幼児用座席におけるシートベルトの着用を推進すると
ともに、少子化対策や子育て支援の観点から幼児二人同乗用自転 ともに、少子化対策や子育て支援の観点から幼児二人同乗用自転
車の普及が促進されるよう、貸出制度、助成制度等の導入や拡充、 車の普及が促進されるよう、貸出制度、助成制度等の導入や拡充、
安全利用に係る情報提供等について推進することが重要である。 安全利用に係る情報提供等について推進することが重要である。

イ 子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進 イ 子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進
子どもを犯罪等の被害から守るため、次の施策を講ずることが重 登下校防犯プランを踏まえ、子どもを犯罪等の被害から守るため、

要である。 次の施策を講ずることが重要である。
（ア) 住民の自主防犯行動を促進するための犯罪等に関する情報の提 （ア) 住民の自主防犯行動を促進するための犯罪等に関する情報の提

供の推進 供の推進
（イ) 子どもを犯罪等の被害から守るための関係機関・団体との情報 （イ) 子どもを犯罪等の被害から守るための関係機関・団体との情報

交換の実施 交換の実施
（ウ) 学校付近や通学路等におけるＰＴＡ等の学校関係者や防犯ボラ （ウ) 学校付近や通学路等におけるＰＴＡ等の学校関係者や防犯ボラ

ンティア、少年警察ボランティア等の関係機関・団体と連携した ンティア、少年警察ボランティア等の関係機関・団体、事業者等
パトロール活動等の安全対策の推進及び学校と警察との橋渡し役 の多様な担い手と連携したパトロール活動等の安全対策の推進及
としてのスクールサポーターの活用の推進 び学校と警察との橋渡し役としてのスクールサポーターの活用の

（エ) 子どもが犯罪の被害に遭わないようにするための被害防止教育の 推進
推進 （エ) 子どもが犯罪の被害に遭わないようにするための被害防止教育

（オ) 子どもの安全確保等のために活動する防犯ボランティア等に対す の推進
る支援 （オ) 子どもの安全確保等のために活動する防犯ボランティア等に対

する支援
ウ 被害に遭った子どもの保護の推進 ウ 被害に遭った子どもの保護の推進

いじめ、児童虐待、犯罪等により被害を受けた少年の精神的ダメ いじめ、児童虐待、犯罪等により被害を受けた少年の精神的ダメ
ージを軽減し、立ち直りを支援するため、子どもに対するカウンセ ージを軽減し、立ち直りを支援するため、子どもに対するカウンセ
リング、保護者に対する助言等学校や児童相談所等の関係機関と連 リング、保護者に対する助言等学校や児童相談所等の関係機関と連

携したきめ細かな支援を実施することが必要である。 携したきめ細かな支援を実施することが必要である。

(8) 要保護児童への対応などきめ細かな取組の推進 (8) 要保護児童への対応等きめ細かな取組の推進
ア 児童虐待防止対策の充実 ア 児童虐待防止対策の充実

児童虐待から子どもを守るためには、発生予防から早期発見、早 児童虐待から子どもを守るためには、発生予防から早期発見、早
期対応、子どもの保護及び支援、保護者への指導及び支援等の各段階 期対応、子どもの保護及び支援、保護者への指導及び支援等の各段階
での切れ目のない総合的な対策を講ずることが重要である。また、福 での切れ目ない総合的な対策を講ずることが重要である。また、福祉、
祉、保健、医療、教育、警察等の関係機関が連携し、情報を共有して 保健、医療、教育、警察等の関係機関が連携し、情報を共有して地域
地域全体で子どもを守る体制の充実が重要である。 全体で子どもを守る体制の充実が重要であり、「「都道府県社会的養

育推進計画」の策定について」（平成三十年七月六日付け子発〇七〇
六第一号厚生労働省子ども家庭局長通知。以下「推進計画策定要領」
という。）の規定するところのほか、以下の事項に沿って、市町村と
も連携しつつ都道府県において計画を策定して推進することが望まし
い。

（ア) 児童相談所の体制の強化 （ア) 子どもの権利擁護

（イ) 市町村や関係機関との役割分担及び連携の推進 （イ) 児童虐待の発生予防・早期発見
児童相談所と市町村その他の関係機関との適切な役割分担及び 都道府県は、妊娠等に関して悩みを抱える妊婦等に対する相談体

それに基づく適切な対応を図るため、児童相談所は、市町村を始 制の整備等の支援を行うことが重要である。また、医療機関等と市
め、保健センター、保健所、保育所及び児童家庭支援センターそ 町村との連携及び情報共有により、養育支援を必要とする子どもや
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の他の児童福祉施設、学校、教育委員会、警察、医療機関並びに 妊婦の家庭を把握し、市町村等による必要な支援につなげるため、
婦人相談所その他の関係機関との連携を強化することが望ましい。 必要な環境整備や市町村等の取組への支援を行うことが重要であ
また、都道府県は、対応が困難なケースには児童相談所が主体的 る。

に関与することを前提として、ケースに関する市町村との積極的な 児童相談所と市町村その他の関係機関との適切な役割分担及び連携
情報共有、支援方針の協議などの協働に努めるとともに、協議会に を図るため、児童相談所は、市町村の児童福祉、母子保健等の担当部
おける児童相談所の積極的な助言及び協議会関係者向けの研修の実 局、保健センター、保健所、福祉事務所、児童委員、民生委員、保育
施や、市町村の相談体制の強化を図るため、児童相談所の持ってい 所、認定こども園及び児童家庭支援センターその他の児童福祉施設、
る相談対応や援助の技術等を提供すること等により、協議会及び市 学校、教育委員会、警察、医師（産科医、小児科医、精神科医、法医
町村の機能強化や効果的運営を支援することが望ましい。 学者等）、歯科医師、婦人相談所、婦人相談員、配偶者暴力相談支援
さらに、居住実態が把握できない子どもについて、市町村から児 センター、性犯罪・性暴力被害者支援のためのワンストップ支援セン

童相談所に対応を求められた場合には、医療・福祉・教育・警察等 ター、ＮＰＯ、ボランティア等の民間団体並びに生活困窮者自立支援
の関係機関と情報を共有するとともに、出頭要求や臨検、捜索等の 制度等の庁内関係部局の関係者との連携を強化することが望ましい。
活用を含め、子どもの安全確認・安全確保のための対応を行うこと また、都道府県は、対応が困難なケースには児童相談所が主体的に
が重要である。 関与することを前提として、ケースに関する市町村との積極的な情報

共有、支援方針の協議等の協働に努める。協議会における児童相談所
の積極的な助言及び協議会関係者向けの研修の実施等により、協議会
の機能強化や効果的運営を支援することが望ましい。
加えて、全国児童相談所共通ダイヤル「１８９（いちはやく）」の

周知や、ＳＮＳ等を活用した相談・支援につながりやすい仕組みづく
りを進めるとともに、女性に対する暴力をなくす運動の機会を捉え、
ＤＶの特性や子どもへの影響等に係る啓発活動を推進することが重要
である。

（ウ) 妊婦や子育て家庭の相談体制の整備 （ウ) 児童虐待発生時の迅速・的確な対応（児童相談所の体制強化等）
イ 社会的養育の充実・強化 イ 社会的養育の充実・強化
ウ 母子家庭及び父子家庭の自立支援の推進 ウ 母子家庭及び父子家庭の自立支援の推進
エ 障害児施策の充実等 エ 障害児施策の充実等

五 一般事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 五 一般事業主行動計画の策定に関する基本的な事項
六 一般事業主行動計画の内容に関する事項 六 一般事業主行動計画の内容に関する事項
１ 雇用環境の整備に関する事項 １ 雇用環境の整備に関する事項
２ その他の次世代育成支援対策に関する事項 ２ その他の次世代育成支援対策に関する事項
(1) 子育てバリアフリー (1) 子育てバリアフリー
(2) 子ども・子育てに関する地域貢献活動 (2) 子ども・子育てに関する地域貢献活動
ア 子ども・子育てに関する活動の支援 ア 子ども・子育てに関する活動の支援
イ 子どもの体験活動等の支援 イ 子どもの体験活動等の支援
ウ 子どもを交通事故から守る活動の実施や支援 ウ 子どもを交通事故から守る活動の実施や支援

子どもを交通事故から守るため、労働者を地域の交通安全活動に積 子どもを交通事故から守るため、労働者を地域の交通安全活動に積
極的に参加させるなど、当該活動を支援するとともに、業務に使用す 極的に参加させるなど、当該活動を支援するとともに、業務に使用す
る自動車の運転者に対する交通安全教育、チャイルドシートの貸出し る自動車の運転者に対する交通安全教育、チャイルドシートの貸出し
等、企業内における交通の安全に必要な措置を実施する。 等、企業内における交通の安全に必要な措置を実施する。

エ 安全で安心して子どもを育てられる環境の整備 エ 安全で安心して子どもを育てられる環境の整備
子どもを安全な環境で安心して育てることができるよう、地域住民 子どもを安全な環境で安心して育てることができるよう、地域住民

等の自主防犯活動や少年非行防止、立ち直り支援のためのボランティ 等の自主防犯活動や少年非行防止、立ち直り支援のためのボランティ
ア活動等への労働者の積極的な参加を支援する。 ア活動等への労働者の積極的な参加を支援する。

(3) 企業内における「子ども参観日」の実施 (3) 企業内における「子ども参観日」の実施
(4) 企業内における学習機会の提供等による家庭の教育力の向上 (4) 企業内における学習機会の提供等による家庭の教育力の向上
(5) 若年者の安定就労や自立した生活の促進 (5) 若年者の安定就労や自立した生活の促進

七 特定事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 七 特定事業主行動計画の策定に関する基本的な事項
八 特定事業主行動計画の内容に関する事項 八 特定事業主行動計画の内容に関する事項
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（略） （略）
１ 勤務環境の整備に関する事項 １ 勤務環境の整備に関する事項
(1)～(4) （略） (1)～(4) （略）
(5) 超過勤務の縮減 (5) 超過勤務の縮減

超過勤務の縮減について、これまでの労働時間短縮対策を更に進め、 超過勤務の縮減について、これまでの労働時間短縮対策を更に進め、
一層の取組を進めていく必要があり、次に掲げる措置を実施する。国の 一層の取組を進めていく必要があり、次に掲げる措置を実施する。国の
機関については、人事院が「超過勤務の縮減に関する指針」に定める超 機関については、人事院規則一五－一四（職員の勤務時間、休日及び休
過勤務の上限の目安時間（一年につき三百六十時間）を超えて勤務させ 暇）で定める超過勤務命令の上限が設定されていることを踏まえ、超過
ないように努めること等を通じ、超過勤務時間を最小限にとどめる。 勤務時間を最小限にとどめる。
ア～オ （略） ア～オ （略）

(6) 休暇の取得の促進 (6) 休暇の取得の促進
（略） （略）

ア 年次休暇の取得の促進 ア 年次休暇の取得の促進
計画的な年次休暇の取得促進を図るため、各職場の実情に応じ、四 計画的な年次休暇の取得促進を図るため、原則として年初において

半期ごと等の年次休暇の計画表の作成及び職場の業務予定の職員への 年次休暇等の計画表を作成することとし、職場の業務予定の職員への
早期周知を図る等、年次休暇を取りやすい雰囲気の醸成や環境整備を 早期周知を図るなど、各職場の実情に応じ、年次休暇を取りやすい雰
行う。この場合、目標を定めて実施することが望ましい。 囲気の醸成や環境整備を行う。この場合、目標を定めて実施すること
（略） が望ましい。

イ 連続休暇等の取得の促進 （略）
ゴールデンウィーク期間、夏季（七月から九月まで）等における連 イ 連続休暇等の取得の促進

続休暇、職員及びその家族の誕生日等の記念日や子どもの学校行事等、 計画表を活用し、ゴールデンウィーク期間、夏季（七月から九月ま
家族との触れ合いのための年次休暇等の取得の促進を図る。 で）等における連続休暇、職員及びその家族の誕生日等の記念日や子

どもの学校行事等、家族との触れ合いのための年次休暇等の取得の促
進を図る。

ウ （略） ウ （略）
(7) テレワーク等の推進 (7) テレワーク等の推進

在宅勤務やテレワーク（情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した場所にと テレワーク等は、職住近接の実現による通勤負担の軽減に加え、多様
らわれない働き方）等は、職住近接の実現による通勤負担の軽減に加え、 な働き方の選択肢を拡大するものであり、仕事と子育ての両立のしやす
多様な働き方の選択肢を拡大するものであり、仕事と子育ての両立のし い働き方である点に着目し、その導入の推進を図る。
やすい働き方である点に着目し、その導入の推進を図る。 (8)～(11) （略）

(8)～(11) （略）
２ （略） ２ （略）


